	文教福祉委員会会議録　

	開会日
	平成２４年１２月１１日（火）午前１０時　　

	閉会日
	平成２４年１２月１１日（火）午前１１時０１分

	場　所
	長久手市役所北庁舎２階　第５会議室・災害対策本部室

	出席委員
	委員長　  じんの和子　

副委員長　　佐野尚人
委　　員　　さとうゆみ　　青山直道　　田ひでき

正木祥豊　　　加藤和男

	欠席委員
	な　し

	欠　員
	な　し

	会議事件のため出席した者の職氏名
	市長　田一平
福祉部長　伊藤　泉

同次長　三浦　肇

保健医療課長　浅井雅代

同課主幹　中村美枝

同課長補佐兼国保年金係長　出口史朗
長寿課長　加藤孝之

同課長補佐兼いきいき長寿係長　水野敬久

同課介護保険係長　中野智夫

同課同係専門員　堤健二
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計１０名　　　

	職務のため出席した者の職氏名
	議長　伊藤祐司　　
議会事務局長　松原幸雄　　　　専門員　山田伸恵

	会議録
	下記のとおり


別紙
委員長　　　　開会宣言
議案第54号
保健医療課長　議案第54号平成24年度長久手市国民健康保険特別会計補正予算（第１

号）について説明

さとう委員　　一般会計繰入金１億１，３４２万９，０００円について、当初予算額３億２８８万６，０００円に対して高額と思うが、お金の流れはどのようか。
保健医療課長　今年度については、一般療養給付費の伸びが影響し、一般会計繰入金が１億１，３４２万９，０００円であるが、全体では今年度単年度収支で２億円不足している。今回の補正予算の歳入の中には、前年度からの繰越金、繰入金が入っている計算となる。それをプラスすると全体で４億９，０００万円不足している計算となる。前年度繰越金８，７００万円、基金１億３，０００万円を繰り入れ、その他一般会計１億１，０００万円を使用し対応している。
さとう議員　　前年度に比べ不足分が多いが、来年度も増加すると考えられるか。

保健医療課長　一般療養給付費の伸びを分析すると、入院件数と医療費の高額化が主な原因である。医科、歯科の昨年同時期と比較すると３，８００万円の増、外来、調剤も含む全体では昨年の上半期比で６，０００万円の増。疾病分類では心臓病や悪性新生物がんが増えている。今後増加が続く可能性は大きい。
さとう委員　　国民健康保険加入世帯所得階層別世帯数で、３００万円未満の世帯が、７３％であるが、今後、保険料の引き上げは検討されるのか。

保健医療課長　国保財政の安定化ということで、一般会計からの繰入れの両方で考えていく。
さとう委員　　国民健康保険加入者の世代別疾病の特徴において２０代、３０代、４０代で、統合失調症がある。５０代以降にはなく、近代的な病気であると思われるが、今後、この方たちが５０代になった場合なくなると考えるか、それとも増加すると考えられるか。また、５０代～７０代の方は、高血圧、糖尿病、脳梗塞など生活習慣や食生活の改善で減少できると思うがその対策はどのようか。

保健医療課長　精神疾患は増加する傾向がある。５０代以上の循環器系疾患については、特定健診、特定指導の受診率を上げ指導を行う。精神疾患も保健センターとタイアップして早めに対策を行う。
佐野副委員長　国民健康保険加入者の世代別疾病の特徴において、３０歳から３９歳までの中の２位の疾患で、主として性的伝播様式をとる感染症とあるが、特異なケースなのか。このような感染症は、毎年上がってきているのか。

保健医療課長　国保連合会からの資料で、内容については分からない。感染症については、毎年増加傾向にあるようだ。ただ、長久手市が特異的かどうかの資料はない。

じんの委員長　後期高齢者の支援金について、保険給付費等が歳出に占める割合は毎年、１４％～１５％だが今後は増加するか。
保健医療課長　増加する可能性は高いと考える。
質疑及び意見を終了
討論
反対討論なし
賛成討論なし
議案第54号平成24年度長久手市国民健康保険特別会計補正予算（第１

号）については、全員が賛成。
議案第54号は、可決
議案第56号
長寿課長　　　議案第56号長久手市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運

営に関する基準を定める条例の制定について説明

田委員　　　このことについて、パブリックコメント等意見募集はしたか。
長寿課長　　　パブリックコメントは実施していない。地域密着型介護サービス等運営委員会で、説明したが特に意見はなかった。瀬戸市、尾張旭市では、パブリックコメントを実施したが、特に意見はなかったとのことである。
田委員　　　委員会で意見がなかったから、パブリックコメントをしなかったのか。市が進めている情報公開の点からいうと、パブリックコメント等意見募集は必要ではないか。
介護保険係長　今回の条例は、地域密着型介護サービスを提供するための基準を定めるもので、内容については今後新たにつくる施設だけではなく、すでに市内にある６か所の施設にも適合したものでなくてはならない。すでにあるものは、厚生労働省令等に準じて行っているものであり、厚生労働省令の基準をスライドした条例であることからも、パブリックコメント意見募集はしなかった。

じんの委員長　市が指定して保険者としての責任を果たしていく施設が市内で６か所あるが、その名称を確認したい。

介護保険係長　小規模多機能型居宅介護に関しては「楽家晴(らっかせい)」、認知症対応型共同生活介護に関しては市内に４か所あり、グループホーム「嬉楽家（きらくや）」、グループホーム「よろこんぶ」、グループホーム｢ハーモニー｣、サポートハウス東名ながくて、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に関しては小規模特別養護老人ホームだいたい村である。
田委員　　　６２条第２項、６６条第２項、８２条第１１項、８３条第３項、８４条、１１０条第６項、１１２条などに、文末に「別に市長が定める研修を修了しているものでなければならない。」とあるが、これは、全国社会福祉協議会が行う研修かそれとも長久手市が独自で行う研修か。
介護保険係専門員　この研修は県が主体となり実施する研修で、今後、告示という形で出していく予定である。
さとう委員　　指導や監査はどのようにしているか。

福祉部長　　　市の認定している６か所の介護事業所については、市が実地指導をしている。

さとう委員　　この条例は、瀬戸市、尾張旭市と比べ内容は同じか。

長寿課長　　　全国的にほぼ一緒である。県下３分の２が今議会に上程しているが内容はほぼ一緒である。

加藤和男委員　監査等において、今までに問題はあったか。

介護保険係専門員　実施指導において人員配置不足が心配され、改めて確認したが問題はなかった。
加藤和男委員　条例を守られていない場合の罰則規定はあるか。

長寿課長　　　罰則では済まされず、市の指定を取り消すことになる。

加藤和男委員　今までに、市の指定取り消しはあったか。
介護保険係長　長久手市にはない。
じんの委員長　市が指定している介護事業所については、市が毎年１回実地指導しているということだが、年１回というのは、各事業所が受ける回数ということでよいか。また、結果はホームページで公開しているか。

介護保険係長　監査については、毎年、決められた施設を実地指導するため、毎年、６事業所を行っているわけではない。例えば、平成２１年度は｢ハーモニー｣、平成２２年度は「東名ながくて」、平成２３年度は「よろこんぶ」、平成２４年度は「楽家晴(らっかせい)」を予定している。結果をホームページに公開はしていないが、監査の結果は公開の地域密着型介護サービス等運営委員会の会議で報告している。
じんの委員長　年１回の実地指導ということだが、この回数は近隣も同じか。

介護保険係専門員　施設監査は６年に１回行うという基準があるが、長久手市はそれより短いペースで実施している。

じんの委員長　長久手市の高齢化率１４％程であるが、今後、高齢化率が進み、居宅ではみることができずグループホーム等施設を必要とする方が増加すると思われるが、施設は足りているのか。
長寿課長　　　高齢化率が高くなり、待機者の増加が予測される中、地域包括ケアという地域の中で要支援者、要介護者に対応するシステムを進めている。また、医療機関では、今年度愛知県下の４つの病院が在宅医療をモデル事業として実施している。国は、居宅介護、居宅診療を増やしていく方向にある。この制度を利用し、地域の中で見守っていく方向にある。

福祉部長　　　国の方針もできるだけ在宅でみる方向ではあるが、現実として、長久手では施設が不足している状況と認識している。その中で、今年度、地域密着型介護を２９床募集した。次期の介護保険計画の中では、介護施設の設置を圏域内で調整を進めていくと考えている。

じんの委員　　現在ある６か所の地域密着型介護サービスは、厚生労働省令に準じて行っているものであることから、厚生労働省令の内容をスライドした内容の条例で、特に変わりはないということと理解しているが、今後、条例を改正していくとしたら何か考えられるか。
福祉部長　　　この条例は人員、設備、運営の基準である。現在の長久手市においては、標準的な条例でよいと判断されるが、今後、変化があれば対応していく。
質疑及び意見を終了
討論
反対討論なし
賛成討論なし
議案第56号長久手市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び

運営に関する基準を定める条例の制定についてについては、全員が賛成。
議案第56号は、可決
議案第57号
長寿課長　　　議案第57号長久手市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設
備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のため

の効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の制定について説明

さとう委員　　この条例制定の背景にある介護保険法の一部改正とは何か。また、市町村の条例として定める目的は何か。
福祉部長　　　地方分権一括法により、地域に権限を委譲するというもので、市町村で人的、設備的基準を条例で定めなければならないというものである。
じんの委員長　関係施設はどこか。
長寿課　　　介護予防小規模多機能型居宅介護は「楽家晴(らっかせい)」、介護予防認知症対応型共同生活介護は、グループホーム「嬉楽家（きらくや）」、グループホーム「よろこんぶ」、グループホーム｢ハーモニー｣、サポートハウス東名ながくての４施設である。
じんの委員長　要支援１、要支援２の方は、施設に行ってサービスを受ける通所型が多いと思うが、利用者の心身状態は改善されているか。

介護保険係長　改善の状況は比較してはいないが、例えば、小規模多機能型居宅介護ではショートステイとホームヘルパーとディサービスを自宅から通いで使用するものである。自宅での生活を希望する独居の方が、体調が優れないときは、ショートステイを、体調が良い時はホームヘルパーを、昼中は施設のディサービスなど使い分けをして見守ることをしている。重度なケースは、地域包括支援センター職員と連携し、調整している。
じんの委員長　「楽家晴(らっかせい)」は、認知症の方が行くと良いと思うが、運営が厳しいと新聞報道で見聞きするがどのようか。

介護保険係専門員　９割を超える回転率であるが、運営は厳しい状況であるとのこと。人数がいないと運営に響く状況である。

質疑及び意見を終了
討論
反対討論なし
賛成討論なし
議案第57号長久手市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の制定については、全員が賛成。
議案第57号は、可決
　　　　次に、閉会中の継続調査について諮る。

　　　　　　　継続調査申出事件一覧表のとおり、引き続き閉会中も継続して調査す
ることを委員長が提案する。
　　　　　　　異議ないため、継続調査とし、継続調査申出事件一覧表を委員長から
議長に申し出ることで全委員了承する。
　　　　　　　委員長報告は委員長と副委員長への一任を確認
閉会宣言
　午前１１時０１分　終了
以上、要点筆記は会議内容と相違ないので署名する。
平成２４年１２月１１日
文教福祉委員会委員長　　じんの和子
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